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第 １ 号 議 案  

 

 

平 成 ３ ０ 年 度 江 戸 川 区 一 般 会 計 予 算  

 

 

平成３０年度江戸川区の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ２４４,１４２,８３４千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」

による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用するこ

とができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為ができる事項、期間

及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（特別区債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる特別区債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表特別区債」に

よる。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、３,０００,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

平成３０年２月２０日提出 

 

江 戸 川 区 長  多 田 正 見 
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　　　第　２　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

 　　　

１２　　  土　　　 木　　　 費

３ 道 路 橋 梁 費

１ 教 育 費１３　　  教　　　 育　　　 費

款 項

２ 都 市 計 画 費
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　　　第　２　表　　　　　　　繰　越　明　許　費

公 園 等 整 備 費

　　　　　　　１６,９９４

（ 新 左 近 川 親 水 公 園 改 修 ）

都 市 計 画 道 路 整 備 費

（ 補 助 第 ２ ６ ４ 号 線 （ 北 小 岩 ） 　　　　　　３４５,８２５

・第２８８号線（南篠崎）外街路整備 ）

道 路 等 整 備 費

　　　　　　４２０,７９６ 　

（ 北 葛 西 四 丁 目 外 道 路 舗 装 ）

水 門 等 維 持 補 修 費

　　　　　　　８２,２９３

（ 無 名 圦 外 樋 門 改 修 ）

小 岩 小 学 校 施 設 改 築 費

　　　　　　１３５,３０１

（ 小 岩 小 学 校 改 築 設 計 ）

事 業 名 金 額

千円
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第 ３ 表  債 務 負 担 行 為 
 

事          項 期     間 限 度 額 

  

ＪＲ小岩駅周辺地区まちづくり 

相談室賃借 

  

平成３０年度から 

 

平成３２年度まで 

千円 

   

  ６９,１３６ 

 

 

 

私立高等学校、私立大学等入学

資金融資に伴う取扱金融機関に

対する損失補償 

  

平成３０年度から 

 

平成３７年度まで 

 

私立高等学校、私立大学

等に入学する者をもつ保

護者等が平成３０年度に

取扱金融機関から融資を

受けた額並びに回収不能

が生じた場合の利子等損

失額 

３,０００   
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第 ４ 表  特 別 区 債 
 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 

証券発行又は普通貸借の方法によ

り政府その他より起債する。 

証券発行の場合における発行価格

は、額面１００円につき９８円以

上とし発行価格が額面金額を下回

るときは、それぞれの発行価格差

減額をうめるために必要な金額を

それぞれの限度額に加算し、その

金額を限度額とすることもある。 

 

 

学校施設改築事業 

 

千円 

１,２５６,０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 利  率 

年５.０％以内 （ただし、利率見

直し方式で借り入れる政府資金及

び地方公共団体金融機構資金につ

いて、利率の見直しを行った後に

おいては、当該見直し後の利率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償還の方法 

起債のときから据置期間を含め、

３０年以内に元利均等額、元金均

等額、満期一括額のいずれかの方

法により償還する。 

ただし、融資条件又は財政の都合

その他によっては繰上償還をする

ことができる。 

 

そ の 他 

金融事情その他の都合により、起

債額の全部又はその一部を翌年度

に繰越起債することもある。 

 

 

合      計 

 

１,２５６,０００ 
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国民健康保険事業特別会計 
 

 

 

 

 

    
 

 

 

 

      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

第 ２ 号 議 案  

 

 

平 成 ３ ０ 年 度 江 戸 川 区 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算  

 

 

平成３０年度江戸川区の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ６５,４９１,９５７千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、１,０００,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけるこれらの経

費の各項の間の流用。 

 

 

平成３０年２月２０日提出 

 

江 戸 川 区 長  多 田 正 見 
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介護保険事業特別会計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

第 ３ 号 議 案  

 

 

平 成 ３ ０ 年 度 江 戸 川 区 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算  

 

 

平成３０年度江戸川区の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ４２,５００,０６９千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」

による。 

 

 

平成３０年２月２０日提出 

 

江 戸 川 区 長  多 田 正 見 
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後期高齢者医療特別会計 





 

第 ４ 号 議 案  

 

 

平 成 ３ ０ 年 度 江 戸 川 区 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算  

 

 

平成３０年度江戸川区の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １２,６１８,１３４千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」

による。 

 

 

平成３０年２月２０日提出 

 

江 戸 川 区 長  多 田 正 見 
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平 成 ３０ 年 度 
 

 

 

 

江 戸 川 区 予 算 説 明 書 

 

一 般 会 計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

 

 

 

      



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































448 449

　（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

１２,７８１

１６６,８８５

△２６０,４６１
（現に在職する職員数） （その他） （計）

 　本年度 　　３,５８８人 △１６人 ３,５７２人
 　前年度 　　３,５９５人 △　６人 ３,５８９人
 　増　減 　 　　△　７人 △１０人 　 △１７人

 採用、退職状況等
 　　　２８年度 ２９年度 ３０年度

（見込） （見込）
　 採　用 １３０人 １２３人 　９７人
 　退　職 １２４人 １０７人 １５４人

８８７,０１３
１４３,１６２

１１５,７９４

７４,１８８

△１１９,４６９

６７３,３３８

 （4） ４９人減による額

 （5） その他による額

 （1） 給与改定による額

 （2） 昇給による額

説　　　　　　 　　　　明　(千円) 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

 （1） 平成２９年度給与改定による額  給与改定の状況
１２,７８１  　前年度　給料表平均改定率　　　　　０.１０％

 （1） 平成３０年度昇給による額  平均昇給率　　１.３７８％
１６６,８８５

 （1） ３３人増による額  職員数の異動状況

給　　　 料 △８０,７９５
９６,８２７

 （3） ３３人増による額

△１３８,０５１
 （3） その他による額

△２１９,２３７

 （2） ４９人減による額

職 員 手 当 ８８７,０１３

　増減分

増  減  額 (千円)区　　　 分 増　減　事　由　別　内　訳  (千円)

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分
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　（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

１２,７８１

１６６,８８５

△２６０,４６１
（現に在職する職員数） （その他） （計）

 　本年度 　　３,５８８人 △１６人 ３,５７２人
 　前年度 　　３,５９５人 △　６人 ３,５８９人
 　増　減 　 　　△　７人 △１０人 　 △１７人

 採用、退職状況等
 　　　２８年度 ２９年度 ３０年度

（見込） （見込）
　 採　用 １３０人 １２３人 　９７人
 　退　職 １２４人 １０７人 １５４人

８８７,０１３
１４３,１６２

１１５,７９４

７４,１８８

△１１９,４６９

６７３,３３８

 （4） ４９人減による額

 （5） その他による額

 （1） 給与改定による額

 （2） 昇給による額

説　　　　　　 　　　　明　(千円) 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

 （1） 平成２９年度給与改定による額  給与改定の状況
１２,７８１  　前年度　給料表平均改定率　　　　　０.１０％

 （1） 平成３０年度昇給による額  平均昇給率　　１.３７８％
１６６,８８５

 （1） ３３人増による額  職員数の異動状況

給　　　 料 △８０,７９５
９６,８２７

 （3） ３３人増による額

△１３８,０５１
 （3） その他による額

△２１９,２３７

 （2） ４９人減による額

職 員 手 当 ８８７,０１３

　増減分

増  減  額 (千円)区　　　 分 増　減　事　由　別　内　訳  (千円)

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

　その他の増減分



　（３）  給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員一人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

　　　　ウ　級 別 職 員 数

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

22.9 (3.6)

59 (1) 100.0(100.0)87 (3) 100.0(100.0)626 (55) 100.0(100.0)16 100.0

8 9.2 143

37.3(100.0)29 (3) 33.3(100.0)55

(2)

8.8 3 18.8

5 8.5 31 35.6 424 (53) 67.7 (96.4) 9 56.3

22 (1)

1 6.2

30 50.8 16 18.4 4 0.6 2 12.5

2 3.4 2 2.3

1 1.2 1 6.2

100.0(100.0)12 100.058 100.0 90 (2) 100.0(100.0)619

(41)8.6 36 40.0 440

(43)

71.1 (95.3) 6 50.0

3 5.2 7 7.8 118 (2) 19.1 (4.7)

5

0.8 1 8.3

19 32.8 28 (2) 31.1(100.0)56 9.0 3 25.0

30 51.7 15 16.7 5

1 1.1 1 8.4

1 1.7 3 3.3 1 8.3

栄　  養  　士
医 療 技 術 職

看 護 保 健 師 職 技　　 能　　 職 教　　 育　　 職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

５１.１４　 ３９.９９　 ５１.８７　 ５２.９４　

国　　　　　　　の　　　　　　　制　　　　　　　度
一　般　行　政　職（円） 医　療　技　術　職（円）

１４７,１００

総合職　１８３,７００　　　　
１８５,４００

一般職　１７９,２００　　　　

５１.００ ３９.８４ ５２.８０ ５２.２５

３６１,７２８　 ２９５,６０５　 ２９５,８４４　 ４１２,３１３　

４５２,２２２　 ３７６,９１２　 ３９２,２２３　 ５４４,９１５　

 栄　　　養　　　士

 医　療　技　術　職
 看 護 保 健 師 職  技　　　能　　　職  教　　　育　　　職 

３５６,７２９ ２９２,４７０ ２９６,９０１ ４０８,６７６

４４０,９３５ ３７１,２３１ ３９２,３９１ ５４６,９３９

３１５,５９１　

４２１,０９６　

４３.２３　

３級

２級

８級

７級

６級

５級

４級

66.7

33.3

計

13 (1) 0.5 (0.9)

47 (1)

１４７,１００

１８３,７００

 医 療 技 術 職（円）

１８４,８００

平成２８年１２月１日現在

1.8 (0.9)

125

１級

計

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

区　　　　　　　　　分

平成２９年１２月１日現在

平成２８年１２月１日現在

区　　　　　　　　　　分

平成２９年１２月１日現在

 区　　　　　　　分 

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

平　 均　 年　 齢（歳）

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

平　 均　 年　 齢（歳）

 一 般 行 政 職（円）

 医　　　　　　　師
 

 歯　科　医　師　職
 一　般　行　政　職 

３１４,５７２

４１８,３１４

４３.１６

3

1

2

0.5

158

職員数(人)

４９５,６６７

９７１,３１３

１,００５,３２０　

４８.６７

５１６,２６７　

 医　　　　　　　師
 歯　科　医　師　職

５２.３３　

3

構成比(％)

33.3

66.7

100.0

100.0

2

1

19.9 (2.9)

4.8

5.9

2,657 (103) 100.0(100.0)

14 0.5

2,627 (112) 100.0(100.0)

 一　般　行　政　職 

職員数(人) 構成比(％)

1,249 (99) 47.0 (96.1)

(1) 0.5 (1.0)

1.8

14

47

550 20.9

124 4.7

523

13

146 5.6

1,207 (108) 45.9(96.4)

525 (2) 20.0 (1.8)

19.7

529 (3)

450 451



　（３）  給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員一人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

　　　　ウ　級 別 職 員 数

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

22.9 (3.6)

59 (1) 100.0(100.0)87 (3) 100.0(100.0)626 (55) 100.0(100.0)16 100.0

8 9.2 143

37.3(100.0)29 (3) 33.3(100.0)55

(2)

8.8 3 18.8

5 8.5 31 35.6 424 (53) 67.7 (96.4) 9 56.3

22 (1)

1 6.2

30 50.8 16 18.4 4 0.6 2 12.5

2 3.4 2 2.3

1 1.2 1 6.2

100.0(100.0)12 100.058 100.0 90 (2) 100.0(100.0)619

(41)8.6 36 40.0 440

(43)

71.1 (95.3) 6 50.0

3 5.2 7 7.8 118 (2) 19.1 (4.7)

5

0.8 1 8.3

19 32.8 28 (2) 31.1(100.0)56 9.0 3 25.0

30 51.7 15 16.7 5

1 1.1 1 8.4

1 1.7 3 3.3 1 8.3

栄　  養  　士
医 療 技 術 職

看 護 保 健 師 職 技　　 能　　 職 教　　 育　　 職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

５１.１４　 ３９.９９　 ５１.８７　 ５２.９４　

国　　　　　　　の　　　　　　　制　　　　　　　度
一　般　行　政　職（円） 医　療　技　術　職（円）

１４７,１００

総合職　１８３,７００　　　　
１８５,４００

一般職　１７９,２００　　　　

５１.００ ３９.８４ ５２.８０ ５２.２５

３６１,７２８　 ２９５,６０５　 ２９５,８４４　 ４１２,３１３　

４５２,２２２　 ３７６,９１２　 ３９２,２２３　 ５４４,９１５　

 栄　　　養　　　士

 医　療　技　術　職
 看 護 保 健 師 職  技　　　能　　　職  教　　　育　　　職 

３５６,７２９ ２９２,４７０ ２９６,９０１ ４０８,６７６

４４０,９３５ ３７１,２３１ ３９２,３９１ ５４６,９３９

３１５,５９１　

４２１,０９６　

４３.２３　

３級

２級

８級

７級

６級

５級

４級

66.7

33.3

計

13 (1) 0.5 (0.9)

47 (1)

１４７,１００

１８３,７００

 医 療 技 術 職（円）

１８４,８００

平成２８年１２月１日現在

1.8 (0.9)

125

１級

計

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

区　　　　　　　　　分

平成２９年１２月１日現在

平成２８年１２月１日現在

区　　　　　　　　　　分

平成２９年１２月１日現在

 区　　　　　　　分 

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

平　 均　 年　 齢（歳）

平 均 給 料 月 額（円）

平 均 給 与 月 額（円）

平　 均　 年　 齢（歳）

 一 般 行 政 職（円）

 医　　　　　　　師
 

 歯　科　医　師　職
 一　般　行　政　職 

３１４,５７２

４１８,３１４

４３.１６

3

1

2

0.5

158

職員数(人)

４９５,６６７

９７１,３１３

１,００５,３２０　

４８.６７

５１６,２６７　

 医　　　　　　　師
 歯　科　医　師　職

５２.３３　

3

構成比(％)

33.3

66.7

100.0

100.0

2

1

19.9 (2.9)

4.8

5.9

2,657 (103) 100.0(100.0)

14 0.5

2,627 (112) 100.0(100.0)

 一　般　行　政　職 

職員数(人) 構成比(％)

1,249 (99) 47.0 (96.1)

(1) 0.5 (1.0)

1.8

14

47

550 20.9

124 4.7

523

13

146 5.6

1,207 (108) 45.9(96.4)

525 (2) 20.0 (1.8)

19.7

529 (3)

450 451



　　　　（ 級 別 の 標 準 的 な 職 務 内 容 ）

　　　　エ　昇　給

　　　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当 　　　　カ　定 年 退 職 及 び 勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当

課　　長 総括係長 係　　長

昇給に係
る職員数

Ｂ（人）

86 447

２号給 ３号給

号　給　数　別　

前　年　度

職員数

Ａ（人）

区　　　 　　　　　分 ８　級 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

主任主事  主　　事  主　　事 一　 般　 行　 政　 職 部　　長 統括課長

89.0

87.8

比　率

Ｂ／Ａ

（％）７号給

0 60

2 681,908 51 483

　内　訳　（　人　）　

４号給 ５号給 ８号給

号　給　数　別　

　（　一　般　行　政　職　）代　表　的　な　職　種　

区　　　分
職員数

昇給に係
る職員数

Ｃ（人） Ｄ（人） １号給

比　率

Ｄ／Ｃ

（％）４号給 ５号給 ６号給 ７号給 ８号給

　内　訳　（　人　）

本　年　度 2,657 2,331 268 7 75

区　　　分

本　年　度

23

115

77

3,020 430 9

２号給 ３号給

3,439

3,418 3,041 429

１号給 ６号給

1,873

定年前早期退職特例措置

（0％～45％加算）

最高限度
（月分）

49.55

49.59

89.2

1,482 80 366 0 53 87.7

55

（2％～20％加算）

（　）内は再任用職員の支給率である。

区　　分

国の制度

支給期別支給率

区　　分

本 年 度

前 年 度

国の制度 ―

６ 月

（月分）

１２月

（月分）

３ 月

（月分）

備　考
支給率計
（月分）

る加算措置ああ

有

職制上の段階、

職務の級等によ

2.05
(1.075)

2.1
(1.125)

0.25
(0.1)

4.4
(2.3)

2.125
(1.1)

2.275
(1.25)

4.4
(2.35)

20年勤続の
者（月分）

25.50

25.55625

35年勤続の
者（月分）

49.55

49.59

25年勤続の
者（月分）

34.25

34.5825

備　考
その他の
加算措置等

定年前早期退職特例措置

有

有
（支給率等）

2.1
(1.1)

2.15
(1.15)

0.25
(0.1)

4.5
(2.35)

1,510 50 386

支給率等

1前　年　度 2,627 2,342 277 10 53

452 453



　　　　（ 級 別 の 標 準 的 な 職 務 内 容 ）

　　　　エ　昇　給

　　　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当 　　　　カ　定 年 退 職 及 び 勧 奨 退 職 に 係 る 退 職 手 当

課　　長 総括係長 係　　長

昇給に係
る職員数

Ｂ（人）

86 447

２号給 ３号給

号　給　数　別　

前　年　度

職員数

Ａ（人）

区　　　 　　　　　分 ８　級 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

主任主事  主　　事  主　　事 一　 般　 行　 政　 職 部　　長 統括課長

89.0

87.8

比　率

Ｂ／Ａ

（％）７号給

0 60

2 681,908 51 483

　内　訳　（　人　）　

４号給 ５号給 ８号給

号　給　数　別　

　（　一　般　行　政　職　）代　表　的　な　職　種　

区　　　分
職員数

昇給に係
る職員数

Ｃ（人） Ｄ（人） １号給

比　率

Ｄ／Ｃ

（％）４号給 ５号給 ６号給 ７号給 ８号給

　内　訳　（　人　）

本　年　度 2,657 2,331 268 7 75

区　　　分

本　年　度

23

115

77

3,020 430 9

２号給 ３号給

3,439

3,418 3,041 429

１号給 ６号給

1,873

定年前早期退職特例措置

（0％～45％加算）

最高限度
（月分）

49.55

49.59

89.2

1,482 80 366 0 53 87.7

55

（2％～20％加算）

（　）内は再任用職員の支給率である。

区　　分

国の制度

支給期別支給率

区　　分

本 年 度

前 年 度

国の制度 ―

６ 月

（月分）

１２月

（月分）

３ 月

（月分）

備　考
支給率計
（月分）

る加算措置ああ

有

職制上の段階、

職務の級等によ

2.05
(1.075)

2.1
(1.125)

0.25
(0.1)

4.4
(2.3)

2.125
(1.1)

2.275
(1.25)

4.4
(2.35)

20年勤続の
者（月分）

25.50

25.55625

35年勤続の
者（月分）

49.55

49.59

25年勤続の
者（月分）

34.25

34.5825

備　考
その他の
加算措置等

定年前早期退職特例措置

有

有
（支給率等）

2.1
(1.1)

2.15
(1.15)

0.25
(0.1)

4.5
(2.35)

1,510 50 386

支給率等

1前　年　度 2,627 2,342 277 10 53

452 453



　　　　キ　地 域 手 当

　　　　ク　特 殊 勤 務 手 当

　　１　清掃業務手当 　　１　清掃業務手当

　　２　福祉訪問等業務手当 　　２　福祉訪問等業務手当

　　３　特定危険現場作業手当 　　３　特定危険現場作業手当

　　４　感染症接触手当 　　４　感染症接触手当

　　５　有害薬物取扱手当 　　５　有害薬物取扱手当

　　　　ケ　そ の 他 の 手 当

　えどがわ環境財団・熟年人材ｾﾝﾀｰ・社会福祉協議会・えどがわｴｺｾﾝﾀｰ・えどがわﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ（参考）

支　給　対　象　地　域 支　給　率 支給対象職員数 国の指定基準に基づく支給率 備　　　　　　　　考

 江　　戸　　川　　区 ２０％ ３,５７２人 ２０％

技　　能　　職 支　給　額　別　順　位 人　員　別　順　位

給料総額に対する比率（％） ０.３ ０.１ １.５

区　　　　　　分 全　職　種
代　表　的　職　種 代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称

一 般 行 政 職

支給対象職員の比率（％）
２９年１２月１日現在

１２.６ ８.３ ３２.７

区　分
国の制度
との異同

差　　異　　の　　内　　容
（江　戸　川　区　の　内　容）

扶　養
手　当

異なる

　手当額が異なる
 
  配偶者　　　１３,７００円　　欠配一子　１３,７００円
　配偶者以外　　６,０００円
　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子
　　　　　　　　　　　　　　　　　一人につき　４,０００円加算

住　居
手　当

異なる

　支給対象者と手当額が異なる

　借間等居住者　８,３００円
  加算措置　　                  ～２７歳　１８,７００円加算
　（年齢は当該年度末時点）２８歳～３２歳　　９,３００円加算

通　勤
手　当

異なる

　交通用具使用者に係る手当額が異なる

　交通機関利用者　　 運賃相当額（55,000円限度）
　交通用具使用者　　 片道　５km未満　　　　　　　　　２,６００円
　　　　　　　　　 　片道　５km ～ １０km未満　　　　３,０００円
　　　　　　　　　 　片道１０km ～ １５km未満　　　　５,０００円
　　　　　　　　　 　片道１５km ～ ２０km未満　　　　７,０００円
　　　　　　　　　 　片道２０km ～ ２５km未満　　　　９,０００円
　　　　　　　　　 　片道２５km ～ ３５km未満　　　１１,０００円
　　　　　　　　　 　片道３５km以上　　　　　　　　１３,０００円

区　分 職 員 数 給　　　料 職　員　手　当 計

１０５,１４１　

共　済　費 合　　　計 備　　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

１９０,０９２　

７５３,３５２　
 常勤の固有職員に関するものである。
 
 職員数内訳　　　　　　[　]内は前年度
 えどがわ環境財団 　　　　５１人[29]
 熟年人材ｾﾝﾀｰ　　 　　　　１１人[ 8]
 社会福祉協議会 　　　  　３５人[29]
 えどがわｴｺｾﾝﾀｰ 　　　  　　４人[ 4]
 えどがわﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ　　　　３人[ 3]

前年度 ７３ ２７８,０４８　 ２１０,７７３　 ４８８,８２１　 ７４,４３９　 ５６３,２６０　

比　較

本年度 １０４ ３６４,０３５　 ２８４,１７６　 ６４８,２１１　

３１ ８５,９８７　 ７３,４０３　 １５９,３９０　 ３０,７０２　
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　　　　キ　地 域 手 当

　　　　ク　特 殊 勤 務 手 当

　　１　清掃業務手当 　　１　清掃業務手当

　　２　福祉訪問等業務手当 　　２　福祉訪問等業務手当

　　３　特定危険現場作業手当 　　３　特定危険現場作業手当

　　４　感染症接触手当 　　４　感染症接触手当

　　５　有害薬物取扱手当 　　５　有害薬物取扱手当

　　　　ケ　そ の 他 の 手 当

　えどがわ環境財団・熟年人材ｾﾝﾀｰ・社会福祉協議会・えどがわｴｺｾﾝﾀｰ・えどがわﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ（参考）

支　給　対　象　地　域 支　給　率 支給対象職員数 国の指定基準に基づく支給率 備　　　　　　　　考

 江　　戸　　川　　区 ２０％ ３,５７２人 ２０％

技　　能　　職 支　給　額　別　順　位 人　員　別　順　位

給料総額に対する比率（％） ０.３ ０.１ １.５

区　　　　　　分 全　職　種
代　表　的　職　種 代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称

一 般 行 政 職

支給対象職員の比率（％）
２９年１２月１日現在

１２.６ ８.３ ３２.７

区　分
国の制度
との異同

差　　異　　の　　内　　容
（江　戸　川　区　の　内　容）

扶　養
手　当

異なる

　手当額が異なる
 
  配偶者　　　１３,７００円　　欠配一子　１３,７００円
　配偶者以外　　６,０００円
　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子
　　　　　　　　　　　　　　　　　一人につき　４,０００円加算

住　居
手　当

異なる

　支給対象者と手当額が異なる

　借間等居住者　８,３００円
  加算措置　　                  ～２７歳　１８,７００円加算
　（年齢は当該年度末時点）２８歳～３２歳　　９,３００円加算

通　勤
手　当

異なる

　交通用具使用者に係る手当額が異なる

　交通機関利用者　　 運賃相当額（55,000円限度）
　交通用具使用者　　 片道　５km未満　　　　　　　　　２,６００円
　　　　　　　　　 　片道　５km ～ １０km未満　　　　３,０００円
　　　　　　　　　 　片道１０km ～ １５km未満　　　　５,０００円
　　　　　　　　　 　片道１５km ～ ２０km未満　　　　７,０００円
　　　　　　　　　 　片道２０km ～ ２５km未満　　　　９,０００円
　　　　　　　　　 　片道２５km ～ ３５km未満　　　１１,０００円
　　　　　　　　　 　片道３５km以上　　　　　　　　１３,０００円

区　分 職 員 数 給　　　料 職　員　手　当 計

１０５,１４１　

共　済　費 合　　　計 備　　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

１９０,０９２　

７５３,３５２　
 常勤の固有職員に関するものである。
 
 職員数内訳　　　　　　[　]内は前年度
 えどがわ環境財団 　　　　５１人[29]
 熟年人材ｾﾝﾀｰ　　 　　　　１１人[ 8]
 社会福祉協議会 　　　  　３５人[29]
 えどがわｴｺｾﾝﾀｰ 　　　  　　４人[ 4]
 えどがわﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ　　　　３人[ 3]

前年度 ７３ ２７８,０４８　 ２１０,７７３　 ４８８,８２１　 ７４,４３９　 ５６３,２６０　

比　較

本年度 １０４ ３６４,０３５　 ２８４,１７６　 ６４８,２１１　

３１ ８５,９８７　 ７３,４０３　 １５９,３９０　 ３０,７０２　
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Ⅲ  継  続　

款 項 事     業     名 年

年 割 額 特       定       財       源
一 般 財 源

度
国都支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円

10 1 29 0 0 

児 童 相 談 所 30 1,721,000 1,064 1,719,936 

建 設 費

31 1,159,000 105,346 1,053,654 

　

計 2,880,000 106,410 0 0 2,773,590 

子

ど

も

家

庭

費

児

童

福

祉

費

左      の      財      源      内      訳

全            体             計             画
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費  調  書

前 前 年 度 末 前 年 度 末 ま 当 該 年 度 支 当 該 年 度 末 翌 年 度 以 降 継 続 費 の 総

ま で の 支 出 で の 支 出 額 出 予 定 額 ま で の 支 出 支 出 予 定 額 額 に 対 す る

額　　　　　 （ 見 込 ） 予 定 額 進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 ％

0 0 0.00 

1,721,000 1,721,000 59.76 

1,159,000 40.24 

0 1,721,000 1,721,000 1,159,000 100.00 
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款 項 事     業     名 年

年 割 額 特       定       財       源
一 般 財 源

度
国都支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円

12 3 28 249,150 24,200 224,950 

29 476,050 84,150 391,900 

 新 中 川 橋 梁 30 292,400 57,200 235,200 

 

新 設 改 良 費

31 336,000 67,100 268,900 

(松 本 橋 架 替 )

32 689,500 119,350 570,150 

　 33 410,900 27,390 383,510 

　

計 2,454,000 379,390 0 0 2,074,610 

土

木

費

道

路

橋

梁

費

左      の      財      源      内      訳

全            体             計             画
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前 前 年 度 末 前 年 度 末 ま 当 該 年 度 支 当 該 年 度 末 翌 年 度 以 降 継 続 費 の 総

ま で の 支 出 で の 支 出 額 出 予 定 額 ま で の 支 出 支 出 予 定 額 額 に 対 す る

額　　　　　 （ 見 込 ） 予 定 額 進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 ％

249,150 249,150 249,150 10.15 

476,050 476,050 19.40 

292,400 292,400 11.92 

336,000 13.69 

689,500 28.10 

410,900 16.74 

249,150 725,200 292,400 1,017,600 1,436,400 100.00 
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款 項 事     業     名 年

年 割 額 特       定       財       源
一 般 財 源

度
国都支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円

13 1 28 0 0 

29 3,927,000 424,525 1,521,000 1,981,475 0 

葛 西 小 学 校 ・

 葛 西 中 学 校 30 3,479,000 511,000 1,256,000 1,712,000 0 

施 設 改 築 費  

31 150,000 150,000 0 

　

計 7,556,000 935,525 2,777,000 3,843,475 0 

全            体             計             画

左      の      財      源      内      訳

教

育

費

教

育

費
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前 前 年 度 末 前 年 度 末 ま 当 該 年 度 支 当 該 年 度 末 翌 年 度 以 降 継 続 費 の 総

ま で の 支 出 で の 支 出 額 出 予 定 額 ま で の 支 出 支 出 予 定 額 額 に 対 す る

額　　　　　 （ 見 込 ） 予 定 額 進 捗 率

千円 千円 千円 千円 千円 ％

0 0 0.00 

3,927,000 3,927,000 51.97 

3,479,000 3,479,000 46.04 

150,000 1.99 

0 3,927,000 3,479,000 7,406,000 150,000 100.00 
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Ⅳ　債　務　負　担　
Ⅳ　 債　 務　 負　 担　 行　 為　 調　 書

事 項 限 度 額

期　　　間 金　　　額

千円 千円

ＪＲ小岩駅周辺地区まちづくり 69,136 
相談室賃借

本一色町第二アパート、江戸川 江戸川区が毎年度指定管理者と
中央一丁目第二アパート及び中 協議して定め、予算計上する額
葛西四丁目アパートの管理 「平成27年度債務負担分」

総合区民ホールの管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
（タワーホール船堀） 協議して定め、予算計上する額

「平成27年度債務負担分」
墨墨墨墨墨墨墨墨

総合文化センターの管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成27年度債務負担分」

墨墨墨墨墨墨墨墨

区民センターの管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
（グリーンパレス） 協議して定め、予算計上する額

「平成27年度債務負担分」
墨墨墨墨墨墨墨墨

篠崎公益複合施設、篠崎図書館 江戸川区が毎年度指定管理者と
（篠崎文化プラザ）及び篠崎子 協議して定め、予算計上する額
ども図書館の管理運営 「平成29年度債務負担分」
墨墨墨墨墨墨墨墨

中央図書館及び鹿骨コミュニテ 江戸川区が毎年度指定管理者と
ィ図書館の管理運営 協議して定め、予算計上する額

「平成29年度債務負担分」

小岩図書館、松江図書館、小松 江戸川区が毎年度指定管理者と
川図書館及び東部図書館の管理 協議して定め、予算計上する額
運営 「平成29年度債務負担分」
墨墨墨墨墨墨墨墨

葛西図書館、西葛西図書館、東 江戸川区が毎年度指定管理者と
葛西図書館及び清新町コミュニ 協議して定め、予算計上する額
ティ図書館の管理運営 「平成29年度債務負担分」
墨墨墨墨墨墨墨墨

穂高荘の管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成27年度債務負担分」

墨墨墨墨墨墨墨墨

塩沢江戸川荘の管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成27年度債務負担分」

墨墨墨墨墨墨墨墨

支 出 見 込 額

前 年 度 末 ま で の
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行　為　調　書

当　該　年　度　以　降　の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支　　出　　予　　定　　額 特　　　　定　　　　財　　　　源 一 般 財 源

期　　　間 金　　　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円

平成３０年度 69,136 15,000 54,136 
〜

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３７年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３４年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３４年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３４年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３４年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度
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Ⅳ　 債　 務　 負　 担　 行　 為　 調　 書

事 項 限 度 額

期　　　間 金　　　額

千円 千円

総合体育館の管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成27年度債務負担分」

墨墨墨墨墨墨墨墨

スポーツランドの管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成27年度債務負担分」

スポーツセンターの管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成27年度債務負担分」

陸上競技場、球場、臨海球技場 江戸川区が毎年度指定管理者と
の管理運営 協議して定め、予算計上する額

「平成29年度債務負担分」
墨墨墨墨墨墨墨墨

新川さくら館の管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成29年度債務負担分」

希望の家の管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成29年度債務負担分」

えがおの家の管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成28年度債務負担分」

福祉作業所及び福祉作業所分室墨墨墨 江戸川区が毎年度指定管理者と
の管理運営 協議して定め、予算計上する額

「平成28年度債務負担分」
墨墨墨墨墨墨墨墨

障害者就労支援センターの管理 江戸川区が毎年度指定管理者と
運営墨墨墨墨墨墨墨墨墨墨墨墨 協議して定め、予算計上する額

「平成27年度債務負担分」

篠崎育成室の管理運営費墨墨墨 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成28年度債務負担分」

そよ風松島荘の管理運営 江戸川区が毎年度指定管理者と
協議して定め、予算計上する額
「平成27年度債務負担分」

前 年 度 末 ま で の

支 出 見 込 額
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当　該　年　度　以　降　の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支　　出　　予　　定　　額 特　　　　定　　　　財　　　　源 一 般 財 源

期　　　間 金　　　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３４年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３４年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３３年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３３年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３３年度

平成３０年度 当該年度以降の
〜 限 度 額 に 同 じ

平成３２年度
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Ⅳ　 債　 務　 負　 担　 行　 為　 調　 書

事 項 限 度 額

期　　　間 金　　　額

千円 千円

清新第一小学校仮設校舎賃借 129,600 平成２９年度 875 

私立高等学校、私立大学等入学 私立高等学校、私立大学等に入
資金融資に伴う取扱金融機関に 学する者をもつ保護者等が取扱
対する損失補償墨墨墨墨 金融機関から融資を受けた額並

びに回収不能が生じた場合の利
子等損失額墨墨墨墨墨墨墨墨墨

3,000 

「平成29年度債務負担分」

同

3,000 

「平成30年度債務負担分」

前 年 度 末 ま で の

支 出 見 込 額
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当　該　年　度　以　降　の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支　　出　　予　　定　　額 特　　　　定　　　　財　　　　源 一 般 財 源

期　　　間 金　　　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円

平成３０年度 103,885 103,885 
〜

平成３４年度

平成３０年度
〜 3,000 3,000 

平成３６年度

平成３０年度
〜 3,000 3,000 

平成３７年度
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Ⅴ　特　別　区　債

Ⅴ　特　別　区　債　現　在　高　調　書

平 成 ２ ８ 年 度 末 平 成 ２ ９ 年 度 末

区　　　　　　　　　　　　　分

現 在 高 現 在 高 見 込 額

　　　　　　　 千円 　　　　　　　 千円

　１　普　　　　通　　　　債 13,680,290 14,091,945

 (1) 土 木 債 4,639,878 3,490,019

 (2) 教 育 債 9,040,412 10,601,926

合　　　　　　　　　　　　　計 13,680,290 14,091,945
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現　在　高　調　書

本　年　度　中　増　減　見　込 本 年 度 末

本 年 度 中 本 年 度 中

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額 現 在 高 見 込 額

　　　　　　　 千円 　　　　　　　千円 　　　　　　　 千円

1,256,000 1,941,486 13,406,459

0 1,020,353 2,469,666

1,256,000 921,133 10,936,793

1,256,000 1,941,486 13,406,459
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Ⅵ　地方消費税引上げ分の社会保障財源化、入湯税の

　　充当について

平成30年度予算における税率引上げ分の地方消費税交付金予算額 ５３億円

７１７億円

一般財源

59,532 50,777110,309

合　　計 135,806 64,117 71,689

２　社会保険 （国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業）

17,518 3,190 14,328

３　保健衛生 （子ども医療助成、定期予防接種、がん検診等）

江戸川区の対象となる社会保障経費
（一般財源所要額）

１　地方消費税引上げ分の社会保障財源化

　社会保障・税一体改革において、引上げ分の地方消費税収入は、社会保障4経費そ
の他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費
に充てるものとされています。地方消費税交付金は一般財源であり、江戸川区で
は、以下のような施策（国の例示による）の一般財源として活用しています。

（単位：百万円）

１　社会福祉 （児童福祉、障害者福祉、熟年者福祉等）

（１）歳入

（２）対象となる社会保障経費

分　　野

7,979 1,395 6,584

平成30年度
予算額

財源内訳

特定財源
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　平成30年度当初予算額 ４２百万円

事業 平成30年度予算額

地域防災関係費（防災井戸等設置工事） ８５百万円

２　入湯税の賦課徴収

　入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に
必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充
てるため、鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に課する。
　※根拠条例：江戸川区特別区税条例第59条

（１）歳入

（２）歳出充当事業一覧
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　（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

３６６

４,９１８

△９,４２０
（現に在職する職員数） （その他） （計）

 　本年度 　　　　１０８人　　 　０人 １０８人
 　前年度 　　　　１０８人　　 　０人 １０８人
 　増　減 　 　　　 ０人　　 　０人 　　０人

７４６
７６

３,３７９

△２,７０９

　（３）  給料及び職員手当の状況
　　　　ア　職員一人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

高校卒

区　　　分 一般行政職（円）

高　校　卒

国　の
制　度 大学卒

一般職　１７９,２００

大　学　卒 １８３,７００

１４７,１００

１４７,１００

３５.００４０.２９

総合職　１８３,７００

区　　　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)増　減　額　(千円)

　給与改定に伴う増減分

給　 　　料 △４,１３６

平成２９年１２月１日現在

技 　能　 職

平 均 年 齢 （歳）

区　　　 分

　昇給に伴う増加分

職 員 手 当

　増減分

７４６

　その他の増減分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一 般 行 政 職 看護保健師職

２９２,６３６

３９２,２９６

２８３,５００

３７０,９６９

説　　　　　　　 　明　(千円) 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

 （1） 平成２９年度給与改定による額  給与改定の状況
３６６  　前年度　給料表平均改定率　　　　　０.１０％

 （1） 平成３０年度昇給による額  平均昇給率　　１.３７８％
４,９１８

 （1） その他による額  職員数の異動状況

４１６,２８２　

４１.２９　

一 般 行 政 職

３０２,２６４　

 （1） 給与改定による額

 （2） 昇給による額

 （3） その他による額

△９,４２０

―

―

―

平成２８年１２月１日現在

看護保健師職

３６８,６００　

４４９,３９６　

４６.００　

―

―

技 　能　 職

―
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　（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

３６６

４,９１８

△９,４２０
（現に在職する職員数） （その他） （計）

 　本年度 　　　　１０８人　　 　０人 １０８人
 　前年度 　　　　１０８人　　 　０人 １０８人
 　増　減 　 　　　 ０人　　 　０人 　　０人

７４６
７６

３,３７９

△２,７０９

　（３）  給料及び職員手当の状況
　　　　ア　職員一人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

高校卒

区　　　分 一般行政職（円）

高　校　卒

国　の
制　度 大学卒

一般職　１７９,２００

大　学　卒 １８３,７００

１４７,１００

１４７,１００

３５.００４０.２９

総合職　１８３,７００

区　　　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)増　減　額　(千円)

　給与改定に伴う増減分

給　 　　料 △４,１３６

平成２９年１２月１日現在

技 　能　 職

平 均 年 齢 （歳）

区　　　 分

　昇給に伴う増加分

職 員 手 当

　増減分

７４６

　その他の増減分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一 般 行 政 職 看護保健師職

２９２,６３６

３９２,２９６

２８３,５００

３７０,９６９

説　　　　　　　 　明　(千円) 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

 （1） 平成２９年度給与改定による額  給与改定の状況
３６６  　前年度　給料表平均改定率　　　　　０.１０％

 （1） 平成３０年度昇給による額  平均昇給率　　１.３７８％
４,９１８

 （1） その他による額  職員数の異動状況

４１６,２８２　

４１.２９　

一 般 行 政 職

３０２,２６４　

 （1） 給与改定による額

 （2） 昇給による額

 （3） その他による額

△９,４２０

―

―

―

平成２８年１２月１日現在

看護保健師職

３６８,６００　

４４９,３９６　

４６.００　

―

―

技 　能　 職

―
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　　　　ウ　級 別 職 員 数 　　　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　 （　）内は、再任用職員の支給率である。

　　　　カ　地 域 手 当

　　　　キ　そ の 他 の 手 当

　 （　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

　　　　エ　昇　給

支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階

６月 １２月 ３月 支給率計 職務の級等に区　　　　　分 級
 一　般　行　政　職  看 護 保 健 師 職 技 　　能 　　職

区　分

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) よる加算措置職員数(人) 構成比(％) （月分） （月分） （月分） （月分）

平 成 ２ ９ 年

１ ２ 月 １ 日

現　　　　　在

８級

(1) 0.9(100.0)

１級 8 7.6

2.1
(1.1)

2.15
(1.15)

0.25
(0.1)

4.5
(2.35)

有
７級

本年度

有
５級 6 5.7

前年度
2.05
(1.075)

2.1
(1.125)

0.25
(0.1)

4.4
(2.3)

６級 1

４級 10 9.4
有

３級 50 47.2 1 100.0
国の制度

2.125
(1.1)

2.275
(1.25)

―
4.4
(2.35)

２級 31 29.2

計 106 (1) 100.0(100.0)1

平 成 ２ ８ 年

１ ２ 月 １ 日

現          在

８級

100.0

支 　　　　給　　　　 率 ２０％

 江　　戸　　川　　区 

７級

支 　給 　対 　象 　地 　域

支  給  対  象  職  員  数 　　　　１０８人

５級 5 4.8

６級 1 (1) 0.9 (50.0)

国の指定基準に基づく支給率 ２０％

４級 14 13.3 1 100.0

３級 52 (1) 49.5(50.0)

備　 　　　　            考

２級 22 21.0

１級 11 10.5 差　　異　　の　　内　　容
（江　戸　川　区　の　場　合）計 105 (2) 100.0(100.0)1 100.0

区 分
国の制度
との異同

扶 養
手 当

異なる

  手当額が異なる
 
  配偶者　　　１３,７００円　　欠配一子　１３,７００円
　配偶者以外　　６,０００円
　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子
　　　　　　　　　　　　　　　　　一人につき　４,０００円加算

区　分

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人） 比　率

Ａ る職員数
7号 8号

Ｂ／Ａ

（人） Ｂ（人） （％）
1号 2号 3号 4号 5号 6号

61 6 16 ― ― 86.0本年度 107 92 7 ― 2

2 14 ― 3 80.2

代表的な職種（一般行政職）

前年度 106 85 9 ― ― 57

4号 5号 6号 7号 8号
区　分

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人）

Ｃ る職員数
1号 2号 3号

（人） Ｄ（人）

前年度 105 84 9 ― ― 56 2

本年度 106 91 7 ― 2 60 6

　支給対象者と手当額が異なる

　借間等居住者　８,３００円
　加算措置　　　　 　　　　　　　　　 ～２７歳　１８,７００円加算
　（年齢は当該年度末時点）　　　２８歳～３２歳　　９,３００円加算

異なる
住 居
手 当

14 ― 3 80.0

― 85.8

通 勤
手 当

異なる

　交通用具使用者に係る手当額が異なる

  交通機関利用者　　　運賃相当額（55,000円限度）
　交通用具使用者　　　片道　５km未満　　　　　　　　　２,６００円
　　　　　　　　　 　 片道　５km ～ １０km未満　　　　３,０００円
　　　　　　　　　 　 片道１０km ～ １５km未満　　　　５,０００円
　　　　　　　　　 　 片道１５km ～ ２０km未満　　　　７,０００円
　　　　　　　　　 　 片道２０km ～ ２５km未満　　　　９,０００円
　　　　　　　　　 　 片道２５km ～ ３５km未満　　　１１,０００円
　　　　　　　　　 　 片道３５km以上　　　　　　　　１３,０００円

16 ―

比　率

（％）

Ｄ／Ｃ
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　　　　ウ　級 別 職 員 数 　　　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　 （　）内は、再任用職員の支給率である。

　　　　カ　地 域 手 当

　　　　キ　そ の 他 の 手 当

　 （　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

　　　　エ　昇　給

支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階

６月 １２月 ３月 支給率計 職務の級等に区　　　　　分 級
 一　般　行　政　職  看 護 保 健 師 職 技 　　能 　　職

区　分

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％) よる加算措置職員数(人) 構成比(％) （月分） （月分） （月分） （月分）

平 成 ２ ９ 年

１ ２ 月 １ 日

現　　　　　在

８級

(1) 0.9(100.0)

１級 8 7.6

2.1
(1.1)

2.15
(1.15)

0.25
(0.1)

4.5
(2.35)

有
７級

本年度

有
５級 6 5.7

前年度
2.05
(1.075)

2.1
(1.125)

0.25
(0.1)

4.4
(2.3)

６級 1

４級 10 9.4
有

３級 50 47.2 1 100.0
国の制度

2.125
(1.1)

2.275
(1.25)

―
4.4
(2.35)

２級 31 29.2

計 106 (1) 100.0(100.0)1

平 成 ２ ８ 年

１ ２ 月 １ 日

現          在

８級

100.0

支 　　　　給　　　　 率 ２０％

 江　　戸　　川　　区 

７級

支 　給 　対 　象 　地 　域

支  給  対  象  職  員  数 　　　　１０８人

５級 5 4.8

６級 1 (1) 0.9 (50.0)

国の指定基準に基づく支給率 ２０％

４級 14 13.3 1 100.0

３級 52 (1) 49.5(50.0)

備　 　　　　            考

２級 22 21.0

１級 11 10.5 差　　異　　の　　内　　容
（江　戸　川　区　の　場　合）計 105 (2) 100.0(100.0)1 100.0

区 分
国の制度
との異同

扶 養
手 当

異なる

  手当額が異なる
 
  配偶者　　　１３,７００円　　欠配一子　１３,７００円
　配偶者以外　　６,０００円
　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子
　　　　　　　　　　　　　　　　　一人につき　４,０００円加算

区　分

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人） 比　率

Ａ る職員数
7号 8号

Ｂ／Ａ

（人） Ｂ（人） （％）
1号 2号 3号 4号 5号 6号

61 6 16 ― ― 86.0本年度 107 92 7 ― 2

2 14 ― 3 80.2

代表的な職種（一般行政職）

前年度 106 85 9 ― ― 57

4号 5号 6号 7号 8号
区　分

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人）

Ｃ る職員数
1号 2号 3号

（人） Ｄ（人）

前年度 105 84 9 ― ― 56 2

本年度 106 91 7 ― 2 60 6

　支給対象者と手当額が異なる

　借間等居住者　８,３００円
　加算措置　　　　 　　　　　　　　　 ～２７歳　１８,７００円加算
　（年齢は当該年度末時点）　　　２８歳～３２歳　　９,３００円加算

異なる
住 居
手 当

14 ― 3 80.0

― 85.8

通 勤
手 当

異なる

　交通用具使用者に係る手当額が異なる

  交通機関利用者　　　運賃相当額（55,000円限度）
　交通用具使用者　　　片道　５km未満　　　　　　　　　２,６００円
　　　　　　　　　 　 片道　５km ～ １０km未満　　　　３,０００円
　　　　　　　　　 　 片道１０km ～ １５km未満　　　　５,０００円
　　　　　　　　　 　 片道１５km ～ ２０km未満　　　　７,０００円
　　　　　　　　　 　 片道２０km ～ ２５km未満　　　　９,０００円
　　　　　　　　　 　 片道２５km ～ ３５km未満　　　１１,０００円
　　　　　　　　　 　 片道３５km以上　　　　　　　　１３,０００円

16 ―

比　率

（％）

Ｄ／Ｃ

520 521
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　（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

２１９

２,７６４

△７,１４３
（現に在職する職員数） （その他） （計）

 　本年度 　　　　６２人　　 　０人 ６２人
 　前年度 　　　　６３人　　 　０人 ６３人
 　増　減 　 　　 　△１人　　 　０人 △１人

６,２３３
４６

１,９３９

４,２４８

　（３）  給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員一人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

高校卒

平 均 年 齢 （歳）

区　　　　分

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

職 員 手 当 ６,２３３

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一 般 行 政 職

平成２９年１２月１日現在

看護保健師職 技 　能　 職

３１２,４０６

区　　　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)増　減　額 (千円)

　その他の増減分

給　　　　料

　増減分

１４７,１００

４７.５０

２８７,５４３

３６２,１１３

５７.２９４３.７０

４１７,６０４

３２６,７５０

４６０,９５４

総合職　１８３,７００

区　　　分 一般行政職（円）

高　校　卒

国　の
制　度 大学卒

一般職　１７９,２００

大　学　卒 １８３,７００

１４７,１００

説　　　　　　　　　　　明　(千円) 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

 （1） 平成２９年度給与改定による額  給与改定の状況

 （2） 昇給による額

 （3） その他による額

平成２８年１２月１日現在

△７,１４３

 （1） 給与改定による額

一 般 行 政 職 看護保健師職 技 　能　 職

３１７,３４０　 ３２２,４５０　 ２７８,２８８　

４５３,２２７　 ４６４,８３４　 ３７５,５４３　

４４.４０　 ４６.５０　 ５７.２５　

２,７６４

２１９  　前年度　給料表平均改定率　　　　　０.１０％

△４,１６０

 （1） 平成３０年度昇給による額  平均昇給率　　１.３７８％

 （1） その他による額  職員数の異動状況

552 553



　（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

２１９

２,７６４

△７,１４３
（現に在職する職員数） （その他） （計）

 　本年度 　　　　６２人　　 　０人 ６２人
 　前年度 　　　　６３人　　 　０人 ６３人
 　増　減 　 　　 　△１人　　 　０人 △１人

６,２３３
４６

１,９３９

４,２４８

　（３）  給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員一人当たり給与

　　　　イ　初　任　給

高校卒

平 均 年 齢 （歳）

区　　　　分

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

職 員 手 当 ６,２３３

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一 般 行 政 職

平成２９年１２月１日現在

看護保健師職 技 　能　 職

３１２,４０６

区　　　分

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)増　減　額 (千円)

　その他の増減分

給　　　　料

　増減分

１４７,１００

４７.５０

２８７,５４３

３６２,１１３

５７.２９４３.７０

４１７,６０４

３２６,７５０

４６０,９５４

総合職　１８３,７００

区　　　分 一般行政職（円）

高　校　卒

国　の
制　度 大学卒

一般職　１７９,２００

大　学　卒 １８３,７００

１４７,１００

説　　　　　　　　　　　明　(千円) 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

 （1） 平成２９年度給与改定による額  給与改定の状況

 （2） 昇給による額

 （3） その他による額

平成２８年１２月１日現在

△７,１４３

 （1） 給与改定による額

一 般 行 政 職 看護保健師職 技 　能　 職

３１７,３４０　 ３２２,４５０　 ２７８,２８８　

４５３,２２７　 ４６４,８３４　 ３７５,５４３　

４４.４０　 ４６.５０　 ５７.２５　

２,７６４

２１９  　前年度　給料表平均改定率　　　　　０.１０％

△４,１６０

 （1） 平成３０年度昇給による額  平均昇給率　　１.３７８％

 （1） その他による額  職員数の異動状況

552 553



　　　　ウ　級 別 職 員 数 　　　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　　（　）内は、再任用職員の支給率である。

　　　　カ　地 域 手 当

　　　　エ　昇　給

本年度

前年度

本年度

前年度

国の制度
2.125

(1.1)

2.275

(1.25)
―

4.4

(2.25)
有

本年度
2.1

(1.1)

2.15

(1.15)

0.25

(0.1)

4.5

(2.35)
有

前年度
2.05

(1.075)

2.1

(1.125)

0.25

(0.1)

4.4

(2.3)
有

区　分

支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階

６月 １２月 ３月 支給率計 職務の級等に

（月分） （月分） （月分） （月分） よる加算措置

12.5

87.5

2 100.0

職員数(人)

100.0(100.0)

7

1

6

(100.0)

技 　　能 　　職

1

7 (1)

8 (1)

構成比(％)

14.3

85.7

100.0

1 50.0

1 50.0

1 50.0

2 100.0

 看 護 保 健 師 職 

職員数(人) 構成比(％)

1 50.0

2.0

5 9.8

8 15.7

 一　般　行　政　職 

職員数(人) 構成比(％)

52.9(100.0)

6 11.8

4 7.8

100.0(100.0)

4

2.1

10 20.8

8.3

52.1(100.0)

5 10.4

3 6.3

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

25 (4)

1

51 (2)

27 (2)

1

区　分

職員数

Ａ

（人）

級区　　　　分

平 成 ２ ９ 年

１ ２ 月 １ 日

現          在

平 成 ２ ８ 年

１ ２ 月 １ 日

現          在

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

48 (4)100.0(100.0)

８級

７級

60

昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人）

る職員数
1号 2号 3号 4号 5号 6号 7号 8号

Ｂ（人）

― ―49 6 ― 2 32 2 7

50 7 ― 1 32 ― 8 ― 2

87.5

89.6

代表的な職種（一般行政職）

58

― ―

48 43 5 ― ― 30 ― 6 ― 2

48 42 5 ― ― 28 2 7

区　分

比　率

Ｂ／Ａ

（％）

81.7

86.2

比　率

Ｄ／Ｃ

（％）

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人）

Ｃ る職員数
1号 2号 3号 4号 5号 6号 7号 8号

（人） Ｄ（人）

国の指定基準に基づく支給率

備　　　　　　　　　　考

 江　　戸　　川　　区 

２０％

６２人

２０％

支　給　対　象　地　域

支 　 　　給　　　 　率

支  給  対  象  職  員  数

554 555



　　　　ウ　級 別 職 員 数 　　　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　　（　）内は、再任用職員の支給率である。

　　　　カ　地 域 手 当

　　　　エ　昇　給

本年度

前年度

本年度

前年度

国の制度
2.125

(1.1)

2.275

(1.25)
―

4.4

(2.25)
有

本年度
2.1

(1.1)

2.15

(1.15)

0.25

(0.1)

4.5

(2.35)
有

前年度
2.05

(1.075)

2.1

(1.125)

0.25

(0.1)

4.4

(2.3)
有

区　分

支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階

６月 １２月 ３月 支給率計 職務の級等に

（月分） （月分） （月分） （月分） よる加算措置

12.5

87.5

2 100.0

職員数(人)

100.0(100.0)

7

1

6

(100.0)

技 　　能 　　職

1

7 (1)

8 (1)

構成比(％)

14.3

85.7

100.0

1 50.0

1 50.0

1 50.0

2 100.0

 看 護 保 健 師 職 

職員数(人) 構成比(％)

1 50.0

2.0

5 9.8

8 15.7

 一　般　行　政　職 

職員数(人) 構成比(％)

52.9(100.0)

6 11.8

4 7.8

100.0(100.0)

4

2.1

10 20.8

8.3

52.1(100.0)

5 10.4

3 6.3

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

25 (4)

1

51 (2)

27 (2)

1

区　分

職員数

Ａ

（人）

級区　　　　分

平 成 ２ ９ 年

１ ２ 月 １ 日

現          在

平 成 ２ ８ 年

１ ２ 月 １ 日

現          在

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

48 (4)100.0(100.0)

８級

７級

60

昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人）

る職員数
1号 2号 3号 4号 5号 6号 7号 8号

Ｂ（人）

― ―49 6 ― 2 32 2 7

50 7 ― 1 32 ― 8 ― 2

87.5

89.6

代表的な職種（一般行政職）

58

― ―

48 43 5 ― ― 30 ― 6 ― 2

48 42 5 ― ― 28 2 7

区　分

比　率

Ｂ／Ａ

（％）

81.7

86.2

比　率

Ｄ／Ｃ

（％）

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人）

Ｃ る職員数
1号 2号 3号 4号 5号 6号 7号 8号

（人） Ｄ（人）

国の指定基準に基づく支給率

備　　　　　　　　　　考

 江　　戸　　川　　区 

２０％

６２人

２０％

支　給　対　象　地　域

支 　 　　給　　　 　率

支  給  対  象  職  員  数

554 555



　　　　キ　特 殊 勤 務 手 当

　　１　福祉訪問等業務手当

　　　　ク　そ の 他 の 手 当

　　１　福祉訪問等業務手当

０.１ １.０

支給対象職員の比率（％）
２９年１２月１日現在

１４.２ ８.５ ４２.９

給料総額に対する比率（％） ０.３

代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称

一 般 行 政 職 技　　能　　職 支　給　額　別　順　位 人　員　別　順　位
区　　　　　　分

代　表　的　職　種
全　職　種

異なる

　交通用具使用者に係る手当額が異なる

　交通機関利用者　　 運賃相当額（55,000円限度）
　交通用具使用者　　 片道　５km未満　　　　　　　　　２,６００円
　　　　　　　　　 　片道　５km ～ １０km未満　　　　３,０００円
　　　　　　　　　 　片道１０km ～ １５km未満　　　　５,０００円
　　　　　　　　　 　片道１５km ～ ２０km未満　　　　７,０００円
　　　　　　　　　 　片道２０km ～ ２５km未満　　　　９,０００円
　　　　　　　　　 　片道２５km ～ ３５km未満　　　１１,０００円
　　　　　　　　　 　片道３５km以上　　　　　　　　１３,０００円

区　分
国の制度
との異同

差　　異　　の　　内　　容
（江　戸　川　区　の　内　容）

扶　養
手　当

異なる

　手当額が異なる
 
  配偶者　　　１３,７００円　　欠配一子　１３,７００円
　配偶者以外　　６,０００円
　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子
　　　　　　　　　　　　　　　　　一人につき　４,０００円加算

住　居
手　当

異なる

　支給対象者と手当額が異なる

　借間等居住者　８,３００円
　加算措置　　　　 　　　　　　　　　 ～２７歳　１８,７００円加算
　（年齢は当該年度末時点）　　　２８歳～３２歳　　９,３００円加算

通　勤
手　当

556 557



　　　　キ　特 殊 勤 務 手 当

　　１　福祉訪問等業務手当

　　　　ク　そ の 他 の 手 当

　　１　福祉訪問等業務手当

０.１ １.０

支給対象職員の比率（％）
２９年１２月１日現在

１４.２ ８.５ ４２.９

給料総額に対する比率（％） ０.３

代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称

一 般 行 政 職 技　　能　　職 支　給　額　別　順　位 人　員　別　順　位
区　　　　　　分

代　表　的　職　種
全　職　種

異なる

　交通用具使用者に係る手当額が異なる

　交通機関利用者　　 運賃相当額（55,000円限度）
　交通用具使用者　　 片道　５km未満　　　　　　　　　２,６００円
　　　　　　　　　 　片道　５km ～ １０km未満　　　　３,０００円
　　　　　　　　　 　片道１０km ～ １５km未満　　　　５,０００円
　　　　　　　　　 　片道１５km ～ ２０km未満　　　　７,０００円
　　　　　　　　　 　片道２０km ～ ２５km未満　　　　９,０００円
　　　　　　　　　 　片道２５km ～ ３５km未満　　　１１,０００円
　　　　　　　　　 　片道３５km以上　　　　　　　　１３,０００円

区　分
国の制度
との異同

差　　異　　の　　内　　容
（江　戸　川　区　の　内　容）

扶　養
手　当

異なる

　手当額が異なる
 
  配偶者　　　１３,７００円　　欠配一子　１３,７００円
　配偶者以外　　６,０００円
　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子
　　　　　　　　　　　　　　　　　一人につき　４,０００円加算

住　居
手　当

異なる

　支給対象者と手当額が異なる

　借間等居住者　８,３００円
　加算措置　　　　 　　　　　　　　　 ～２７歳　１８,７００円加算
　（年齢は当該年度末時点）　　　２８歳～３２歳　　９,３００円加算

通　勤
手　当

556 557
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　（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

８２

１,０８７

４,９２９ （現に在職する職員数） （その他） （計）
 　本年度 　０人 ２３人
 　前年度   ０人 ２３人
 　増　減 　０人 　０人

３,８２３
１８

７３８

３,０６７

　（３）  給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員一人当たり給与 　　　　ウ　級 別 職 員 数

８級

７級

６級

５級 1

　　　　イ　初　任　給 ４級 3

３級 14

２級 3

１級 2

計 23

高校卒 ８級

７級

６級

５級 1

４級 4

３級 11

２級 5

１級 2

計 23

　　（　）内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きである。

 一　般　行　政　職 

構成比(％)職員数(人)

60.9

13.0

4.4

47.8

4.4

100.0

8.7

 （1） 平成３０年度昇給による額

　増減分

３９.３２　

17.4

21.7

 （2） 昇給による額

 平均昇給率　　１.３７８％

　　　　２３人　
　　　　２３人　
　　　　　０人　

平 成 ２ ８ 年

１ ２ 月 １ 日

現          在

100.0

８２

１,０８７

 　前年度　給料表平均改定率　　　　　０.１０％

 職員数の異動状況

 （1） 給与改定による額

8.7

13.0

平 成 ２ ９ 年

１ ２ 月 １ 日

現　　　　　在

４１.７１平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一 般 行 政 職 一 般 行 政 職

説　　　　　　　　　　　明　(千円) 備　　　　　　　　　　　　　　　　考

 （1） 平成２９年度給与改定による額  給与改定の状況

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)増　減　額　(千円)

６,０９８

 （3） その他による額

区　　　　分 級

 （1） その他による額
４,９２９

区　　　分 一般行政職（円）

高　校　卒

国　の
制　度 大学卒

一般職　１７９,２００

大　学　卒 １８３,７００

１４７,１００

１４７,１００

総合職　１８３,７００

３００,７６２

３９９,３２４

２８６,６０９　

区　　 　分

　給与改定に伴う増減分

　昇給に伴う増加分

給　　 　料

職 員 手 当 ３,８２３

　その他の増減分

３９４,８１０　

区　　　分
平成２９年１２月１日現在 平成２８年１２月１日現在
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　　　　エ　昇　給 　　　　カ　地 域 手 当

　　　　キ　そ の 他 の 手 当

　　　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

　　（　）内は、再任用職員の支給率である。

住　居
手　当

異なる

　支給対象者と手当額が異なる

　借間等居住者　８,３００円
　加算措置　　　　　　　　　 　　　　 ～２７歳　１８,７００円加算
　（年齢は当該年度末時点）　　　２８歳～３２歳　　９,３００円加算

扶　養
手　当

異なる

　手当額が異なる
 
  配偶者　　　１３,７００円　　欠配一子　１３,７００円
　配偶者以外　　６,０００円
　満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子
　　　　　　　　　　　　　　　　　一人につき　４,０００円加算

通　勤
手　当

異なる

　交通用具使用者に係る手当額が異なる

　交通機関利用者　　 運賃相当額（55,000円限度）
　交通用具使用者　　 片道　５km未満　　　　　　　　　２,６００円
　　　　　　　　　 　片道　５km ～ １０km未満　　　　３,０００円
　　　　　　　　　 　片道１０km ～ １５km未満　　　　５,０００円
　　　　　　　　　 　片道１５km ～ ２０km未満　　　　７,０００円
　　　　　　　　　 　片道２０km ～ ２５km未満　　　　９,０００円
　　　　　　　　　 　片道２５km ～ ３５km未満　　　１１,０００円
　　　　　　　　　 　片道３５km以上　　　　　　　　１３,０００円

国の制度
2.125

(1.1)

2.275

(1.25)
―

4.4

(2.35)
有

本年度
2.1

(1.1)

2.15

(1.15)

0.25

(0.1)

4.5

(2.35)
有

前年度
2.05

(1.075)

2.1

(1.125)

0.25

(0.1)

4.4

(2.3)
有

区　分

支　給　期　別　支　給　率 職制上の段階

６月 １２月 ３月 支給率計 職務の級等に

（月分） （月分） （月分） （月分） よる加算措置

― ― 82.6

― ― 78.3

本年度 23 19 3 ― ― 13 1 2

前年度 23 18 2 ― ― 15 ― 1

― ― 82.6

前年度 23 18 2 ― ― 15 ― 1 ― ― 78.3

本年度 23 19 3 ― ― 13 1 2

区　分

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人） 比　率

Ａ る職員数
1号 2号 3号 4号 5号 6号 7号 8号

Ｂ／Ａ

（人） Ｂ（人） （％）

支 　給　 対 　象 　地 　域  江　　戸　　川　　区 

支　　  　　給　　  　　率 ２０％

支  給  対  象  職  員  数 ２３人

国の指定基準に基づく支給率 ２０％

備　　　　　　      　　考

代表的な職種（一般行政職）

区　分
国の制度
との異同

差　　異　　の　　内　　容
（江　戸　川　区　の　内　容）

区　分

職員数 昇給に係 号　給　数　別　内　訳　（人） 比　率

Ｃ る職員数
1号 2号 3号 4号 5号 6号 7号 8号

Ｄ／Ｃ

（人） Ｄ（人） （％）
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